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　岩手県滝沢村は 2014 年 1 月の市制施行を目指
し準備を行っている。市制へ移行する大きな理由
としては、人口の急増（2012 年 10 月末、54,600
人）により現在の行政組織機構では、多種多様な
ニーズに柔軟かつ機動的に対応することが困難と
なり、このことが市制施行を目指す大きな理由で
ある。
　滝沢村は、今までも急激な人口の増加に対応す
るために、「地域の課題は地域の皆で考え、行動
し解決をする」を合言葉に住民と行政が一体と
なって、様々な改革に取り組んできた。
　そのシンボル的な活動の指針として策定したも
のが、全国の自治体からも先進的な取り組みとし
て注目をされてきた、2000 年に策定を行った「滝
沢地域デザイン」である。そして、この計画を推
進するための組織として発足したのが「地域まち
づくり推進委員会」である。
　しかし、この計画と推進組織は 10 年という歳
月と共に、現状と整合しない部分が随所に出てき
ており、必ずしも組織運営や活動が順調とはいえ
ない状態となっている。
　このようなことから、本論文は、住民と行政が
協働をしてまちづくりを持続的に進めていくため
に、同様の問題や課題を抱え、それらに対し様々
の対応を試みてきた、兵庫県宝塚市と高知県高知
市等の知見を参考とし、滝沢村の市制施行に向け
た、コミュニティ再構築についての考察を行うも
のである。
　まず第 1章では、滝沢村の成り立ちや特性等を
把握する必要から、広域的位置づけ、人口の推移、
行政改革、住民参画等について、様々なデータを
用いて今日までの歴史的変遷と重ね合わせて整理
をした。
　第 2章では、滝沢村の地域コミュニティの形成
は、「自治会」を中心に発展してきた。しかし、
急激な人口の増加にともなう多種多様なニーズへ
の対応が困難となったことから、新たな組織とし
て、村内 10 地区に「地域まちづくり推進委員会」
を立ち上げた。
　現在は、この 2 つの組織が滝沢村のコミュニ
ティ形成の重要な役割を担っていることを明らか
にした。
　第 3 章では、2002 年に滝沢地域デザインの推
進組織として発足した「地域まちづくり推進委員
会」の活動の現状を明らかにした。その中では、
代表的な活動事例として最も活動が活発な大沢、
活動が困難な状況の元村における地域まちづくり
推進委員会の活動を紹介する。
　第 4章では、各「地域まちづくり推進委員会」
の役員や活動参加者からのヒアリングを行った結
果、「地域のまちづくり推進委員会」と「自治会」
の 2つの組織の間に齟齬が生じていることが判明
した。このことは、事業補助金採択件数もピーク
時の半分以下となっていることからも明らかなよ
うに、「地域まちづくり推進委員会」設立時の趣
旨が薄らいでしまい活動が停滞している。ここで
は、新たに浮き彫りになった現在の問題点や課題
等を明らかにした。
　その問題点と課題を分類すると大別して、地域
まちづくり推進委員会の役員を自治会役員が兼務
をしているなどの「組織と人材に関するもの」と、
同一事業に関する補助金が 3年で打ち切りとなる
「補助金執行及び行政との関係に関するもの」の
2点であった。
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　第 5章では、第 4章で述べた課題等の解決に向
けて 2012 年 2 月に住民参加によるコミュニティ
づくりの先進都市である、宝塚市と高知市に赴き
ヒアリングを行った。
　その内容について、主に宝塚市の中山台コミュ
ニティの組織と活動の具体的内容、高知市のコ
ミュニティ再構築の現状についての紹介をする。
　第 6章では、現在の組織である「地域まちづく
り推進委員会」の再編について 3つの暫定案を示
した。そして、「地域まちづくり推進委員会、自
治会、行政」の果たすべき役割、他の組織との連
携、活動資金の確保などコミュニティ再構築に向
けての考察をおこなった。
　この論文を通じて、「地域まちづくり推進委員
会」と「自治会」を中心として参画、協働による
まちづくりを目指す滝沢市として出発するため
の、コミュニティ再構築の方向性を示すことがで
きた。
　本論文ではグリーン・ツーリズムが地域にどの
ような変化をもたらしているのか、またその課題
と今後の展望について研究する。
　わが国のグリーン・ツーリズムは、1990 年代
前半に公式文書に登場してから全国に広がり、実
施されている。グリーン・ツーリズムは特に、教
育の視点から実施されているケースが多く、グ
リーン・ツーリズムを実施している地域の大半が
教育旅行の受入を主流に行っている。グリーン・
ツーリズムは農家の所得増加、女性の地位向上や
起業推進といった地域活性化に結びついており、
まちづくりの手法の 1つとして認知されている。
本稿の構成は以下のとおりである。
　第 1章では、本論文におけるグリーン・ツーリ
ズムと地域活性化の定義づけを行う。農林水産省
によれば、「滞在型の余暇活動」とされているが、
近年のグリーン・ツーリズム事業は拡大し、余暇
活動だけにとどまらず、それによる地域活性化も
多岐にわたる。
　第 2章では、「グリーン・ツーリズムの誕生」
グリーン・ツーリズムと地域活性化
― 4先進事例の比較研究 ―
公共政策特別コース　滝田　祥子
をテーマに日本の観光行政の変遷と観光潮流の変
化に伴うグリーン・ツーリズムの実施経緯につ
いて研究する。日本で観光行政が行われるように
なったのは明治期まで遡る。第2次世界大戦中は、
観光行政は廃止されたものの、戦後復活し、1960
年代には高度経済成長や東京オリンピック、万国
博覧会が開催され、国民の所得の増加や余暇活動
が盛んになった。だが、1973 年オイルショック
を機に経済が低成長していく時代に突入し、「モ
ノの豊かさ」から「心の豊かさ」に国民の価値観
が転換していった。バブル経済崩壊後はこれまで
のリゾート開発の見直しが行われ、そうした中で
ニュー・ツーリズムが誕生し、なかでもグリー
ン・ツーリズムが着目されるようになる。
　グリーン・ツーリズムは西欧諸国を起源とし、
日本では、1992 年に農林水産省の「グリーン・
ツーリズム研究中間報告書」で公式に使用される
ようになった。日本型グリーン・ツーリズムは地
方でもみられ、行政でも推進体制が整備されてい
る。こうした現状のなか、日本でのグリーン・ツー
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